
フランス自動車産業における

労働編成の柔軟化
― 脱テイラー主義の改革の諸段階―

需

I は じめに

ルノーの戦後の企業活動のなかで,労 働 ・雇用の弾力化が初めて追求される

のは,1970年代初頭である。それは,60年代末以降に頻発する労働争議に対し

て,各 工場というよりもそのなかの一作業場レベルにおける労働編成改革の実

験として行われる。このことは通常,特 に第二次石油危機を契機とする環境変

化に対する国家および企業の旧来的労働 ・雇用政策の見直しとしてのフレキシ

ビリテイ追求という70年代末から80年代初頭以降の欧米諸国 ・企業の一般的対

応に対して,10年 近く先行するものである。本論がこうして,ル ノーにおける

労働 ・雇用の弾力化の最初の形態として労働編成の弾力化 ・柔軟化を取り上げ

るのは,そ の歴史的先行性によるだけではない。その理由はすでに触れたよう

に,当 該企業におけるそうした弾力化を,整 合性をもった 「生産システム」を

構成する主要な一制度としての賃労働関係のフレキシビリテイとして把握する

本論の立場からすれば,企 業内の労働分割とそれへの異なる技能資格 ・能力 ・

経験をもつ勤労者たちの配置方式 ・管理方法を問題とする 「労働編成」(organi_

sation du travailⅢは,賃 労働関係のいわば骨格たる 「労使妥協」(具体的に

1ま「フォー ド主義的労使妥協」
2Ⅲ

を成立させる一方の要因であり,そ の弾力化

補徽鮒経子亀播箱品猛名響催しろ留『研か晶信岩させ世

1荷盟‖品岳把菟属堤&立名津『電盈&ies ttrぃ飾勢航鋭bn tt travtt dans
l'industrie automObile, in Fo?7れαけを0% θP/pιOtt loヾ.8-1984.
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・柔軟化はそれゆえ,賃 労働関係の性格を大きく左右するからである。すなわ

ち,労 働編成の弾力化 ・柔軟化 [以下では柔軟化の用語のみ使用]の 具体的態

様は,70年代初頭に始まるルノーの労働 ・雇用の弾力化が,大 局的見地からす

れば,当 該企業における賃労働関係の 「守 りのフレキシビリテイ」(テイラー

主義温存の労使妥協)あ るいは 「攻めのフレキシビリテイ」(テイラー主義克

服指向の労使妥協)の いずれを主として帰結するのかを左右する決定的一要因

であり,問 題の根源たる企業にビルトインされた管理原則ないし組織原則であ
3)

るテイラー主義そのものの危機の克服方向を具体的に規定するからである。以

上のような観点はしたがってまた,ル ノーにおける労働編成の柔軟化が,80年

代中期以降の日本的生産方式の導入の一環として初めて実現したという中央大

学経済研究所グループに代表されるような推論に対する批判を構成しよう。

工 労働編成柔軟化の発端と継続

1.70年 代前半の労働編成柔軟化の実験

今日のフランス自動車産業において 「チーム制作業」(travail en groupe)

という概念が新しい労働編成を意味し, しかも往々にして日本的なそれとして

語られているのは周知のところであるとしかしながら,そうしたチーム制作業
がルノー公団の工場 ・作業場 レベルにおいて,す でに70年代前半に独 自の理由

からいくつかの実験 として開始されていたことを諸研究は明らかにしている。

それどころか,チ
ーム制作業の経験に関しては,ル ノー公団こそが世界的に見

5)

て 「最も先進的な企業」であるとさえ指摘されている。

それによれば,独 自の実験は,例 えばルノー公団の主要組立工場の一つル ・

2)「労使妥協」の概念についてはなお,花 田昌宣 「労資妥協と賃金決定」(山田鋭夫 ・R.

ボワイエ共編 『ラポール ・サラリアール』藤原書店,1996年,所 収)参 照。

3)労働編成に関する問題の所在についてはなお,野 村正賃 『熟練と分業』御茶の水書房,

1993年,同 Fトヨテイズム』 ミネルヴァ書房,1993年,参 照。

4)」.P.Durand, Lθ けγaυaケι θtt gγoをしpθ, rapport pour ler colloque international du

GERPISA,1993.

5)MI.Freyssenet,あθけ?4aυaウι θtt g/oを,pθ θ%Ftta%cθ f ιθ cas ttθ%attιち rapport du Collo―

que franco_allemand, Philipps-1」niversitat, MIarburg, 12-13 oct. 1994.
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マンエ場において,68年 5月闘争とグルネル協定の直後の時期たる69年初頭か

ら展開される移民の単能工 (OS:技 能資格を持たない直接生産労働者)中 心

の波状ス トライキの後に,そ れへの工場と作業場の経営陣の自発的対応として

実施される。

それはまず,69年 2月に車台組立の作業場において 「作業部署による評価付

け」(cotatiOn par poste)にもとづく労働編成に反対する300名余りのストラ

イキ,同 年10月には熱処理の作業場において専門工にのみ与えられている炎熱

手当を自分たちにも要求する約100名のストライキ,ま た70年2月 にはトラク

ター組立の作業場においてラインのスピードダウン・「作業部署による評価付

け」の廃止 ・月給化,等 を要求するストライキ,さ らに71年4月 にはトランス

ミッシヨン組立の作業場における 「作業部署による評価付け」の廃止と単能工

の係数=賃 金等級引き上げを要求する約80名の職場占拠を契機として,工 場全

体の生産停止と占拠という経過を辿る。しかも,こ の71年春のル ・マンの工場

占拠は,直 ちにビランクール,ク レオン,フ ラン,サ ンドウヴイル,シ ヨワジ

・ル ・ロワ,と いった他の主要組立工場における単能工たち約5万人の工場占
6)

拠を誘発するのである。

「尊厳のス トライキ」と呼ばれたこれらの単能工たちの抵抗が,ほ ぼ最底辺

の賃金等級への格付けとそして生産能力増大のためのラインスピードアップと

交替制導入による労働強化という劣悪な賃金 ・労働条件に起因するとともに,

職務の極端な細分化のもとでの彼らの単純反復作業部署への配置固定化と現場

職制による個別的権威的監視というテイラー主義的労働編成に根拠を持つもの

であることは明白である。単能工たちのこうした抵抗運動がしばしばテイラー

主義の危機を体現すると言われるのは,彼 らの抵抗の中心に 「作業部署による

評価付け」の廃止という要求が据えられているからである。一貫して廃止対象

にされたそれは,細 分化された作業部署による賃金率決定システムであり,製

6 ) こうしたス トライキ聞争の経過については, M . F r e y s s e n e t , D あυぢS ウο% α切け陶υa ウι例

物οbウιぢsaけあο物 ?切οけあ冴あθ物%θ】θ ιa 7/1aう物―α
'ο
θttυγθ, CSU, 1979,C.Poperen,妃θ%の切lr:

竹patts αθ ι
'づ
%けθttθ切ち Editions Sociales,1983,等を参照。
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造部門と保全 ・工具製作等の部門との職務の障壁化はもとより,製 造の同一の

組立ライン上でさえも部品組立 と検査や手直 しなどに作業部署が細分化され,

それに応 じて賃金率が自動的に差果化されるシステムである (60年代末,組 立

ラインには170の作業部署 とそれに対応する57の異なる賃金率が設定されてい
の

たとされる)。単能工たちによるこうした賃金等級格付けシステム批判は,フ

ランス社会における 「労働の危機」(cAse du trav航1)を 引き起こし,山 猫ス

トライキの頻発,無 断欠勤の増大,高 い離職率,製 品手直しの増加,等 として

現象する。そこで単能工の抵抗運動を鎮静化するとともに製造現場の生産性向

上をも達成する目的をもって,賃 金 ・労働条件改善の試みとともに,労 働への

自律性付与または労働の人間化すなわち 「職務の構造改革」(restructuration

des taches)の試みが実施される。

同じル ・マンエ場の車台組立の作業場において,72年 1月 に第一段の実験と

して,組 立工13名,隣 接の塗装ラインヘの連結工3名 ,手 直し工 1名から成る

伝統的な組立ライン上の単純反復作業方式から,組 立工全員がコンベアーライ

ンの後を追って各部署を移動 し手直しをも担当するという職務拡大方式に変化

させる実験が行われたが,作 業負荷増大の不満が組立工たちの間で大きくなり

中止に追い込まれる。翌73年2月 には第二段の実験として,コ ンベアーライン

の廃止とそれに代わる作業台上の集回的組立という新たな形態が導入される。

すなわち,一 日に組み立てるべき車台の数は経営陣から与えられるとはいえ,

4人 1組のチームが準備 ・組立 ・手直し,完成品連結を集団的に完遂し,品 質

についても責任をもつ 「モジュール方式作業」(travail en module)である。こ

れは当時,公 団が機械装置の共同生産協定を結んでいたボルボ ・カルマールエ

場の実験に着想を得たいわゆる半自律的作業集国による職務充実の試み (サイ

クルタイム :1分 →15分→25分)で あり,当 時のチーム制作業の形態であると

言えよう (第1表 ,参 照)。

7)「作業部署による評価付け」に関しては,P. N a v i l l e  e t  a l . ,ろ
'動

aι θ句あ轡γθttθttγ r  ιθ

cas αθ ιa妃 o9づθ ttθttattιち Editions Anthropos, 1971,」,P.Bardou et al,,La rttοι切けぢο物

a切けοttοbづけら Editions Albin MIichel, 1977,」.MIerchiers,Genёse d'une classification

dans l'industrie automobile,in乃 御物aけあοtt θttp↓Ott No.8-1984,等 を疹謝“。
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第 1表  ル ・マンエ場の車台組立における職務の構造改革 (70年代前半)
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拘束下にある職務

拡大十自己手直し

モジュール方式作

業

実 働 人 員

組立工

連結工

手直し工

組立工

連結工 2 ×  4

一 日の 生 産 総 数 268

各人一 日分生産数

(出円千)B.Coriat,La recomposition de la ligne montage et son en〕 eu,ln

SοcをOι09づθ溺物 じγaυa例, No.1-1979.

また, ドウーエエ場は73年春に,艤 装ラインと機械装置の組立ラインを伝統

的ライン構成に代えて各々4本 の短縮ラインに再構成し,各 ラインをチーム編

成の作業集団に委ねるのであり,各 作業チームは,ラ イン外のサブアセンブリー

と準備作業そして組立 ・検査 ・手直しの責任を負うことによつて,ラ イン停止

の減少により生産性を向上させるとともに,組 立の車種を変えることを可能に

するという柔軟生産体制の実験を行う。

その他に,モ ジュール方式の実験については,同 じ年に導入
烏件

たシヨワジ

・ル ・ロワエ場のエンジン再生組立の作業場の例が知られている。

以上のような脱テイラー主義的な方向を目指す労働編成の柔軟化の試みは,

明らかに一定の生産性向上を達成しつつも,作 業場レベルに限定された文字通

り局地的実験 (労組CFDTに よれば,動 員されたのは労働者の僅か2%の み)

にとどまり,工 場レベルましてや公団中央レベルで公認され拡張されることは

なかつた。それに代わって後者のレベルで公認されたのは,単 能工の格付けの

変更であつた。それは,72年 6月 の 「製造専門工」(PlF,係 数162)と いう

新しいカテゴリーの創設であり,平 均的な単能工よりも複雑な作業,従 業員と

生産設備に対する責任,作 業部署における2年 の経験,現 場で獲得された職業

8 )以上のような実験については, H . S a v a l l , ゴ角克cんケγ ιθ ιt t υa t ↓ん物物aれ D u n o d , 1 9 7 5 ,

CFDT,あ θs α09αけS溺切pγοうγθS, Editions du Seull,1977,0.Bertrand&A.Bonnet,

と
'あ
υοιlr/ιぢθtt αθs θttp↓0づSθけ?物aを物―α

'ο
θttllγθ αatts ι

'あ
竹αttsけγケθa物けοttθbケιθ, La Docu―

覇 播 増 格:号品 3号見 デ陥 湯 '紺 性1れ ,端 盟 選 :&!サ あ'n撃 壕鷲

e d ttn
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的知識に関する実践的テス トの通過,と いう四条件を満たす単能工に与えられ

るより高い格付けである。これに対 しては,こ の措置の直後の各工場専門工に

よるPlFに 対応する自分たちの格付け引き上げ要求のス トライキそして73年

1月から2月 にかけて今度は各工場単能工によるPlF無 条件付与要求のス ト

ライキという二類型の大規模な闘争が発生し,新 たな措置が提起されることに

なる。それは,「作業部署による評価付け」の正式廃止 (経験と能力もまた評

価付けの要素)で あり,単 能工の 「生産要員」(AP)へ の名称変更とそれら

の四等級化 ・部分的係数引き上げおよび専門工の 「専門要員」(AP)へ の名

称変更と同じく四等級構成 ・係数引き上げという点を主要内容とする73年6月

以降適用の新 しい格付けである (第2表 ・第3表 ,参 照)。

こうした格付け制度の変更は,限 られた範囲であるとはいえ,一 部の単能工

の企業内昇格 ・昇給を可能にし,そ れゆえ単能工の 「生産要員」と 「製造専門

工」=「 専門要員」への分断を通じて企業内への統合の進展を目指すものであっ

た。労働編成の柔軟化の観点から言えば,製 造と保全等との間の分業はもとよ

り,製 造内部の職務細分化と大部分の単能工のそれへの配置固定化も変化した

わけではない。技能資格欠如ながら検査や手直しの職務をも引き受ける一部の

第2表  単 能工についての新しい格付け表 (73年6月 )

以前の名前 以前の係数 新しい名称 新しい係数

O S 2

W【2

A P ・ Q

AP・ C

AP・ B

AP・ A

165

160

155

150

第 3表  専 門工についての新しい格付け表 (73年6月 )

以前の名前 以前の係数 新しい名称 新しい係数

P 3

P 2

P l

P l F

A T P

AP・ 3

AP・ 2

A P ・ l B

A P ・ l A

(出曰千)M.Freyssenet,Dづ υづsづOtt αtt ιγaυaづιθを物θbづあsa″0物 ?物οけづ冴らθ%22/θ

溺θ↓a?句aづ竹―がθθttυγθ,CSU,1979.
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単能工が,保 全等に属する有資格者の専門工と単に同じ名称を与えられたにす

ぎない。とはいえ,以 上の実験は,局 地的ながら製造内部に職務の細分固定化

を撤廃する単能工たちの集国内協働 とそれによる彼 らの 「単純な複能性」

(polyvalence simple)を,コ ンベアーラインの廃止と作業台方式作業=「 モ

ジュール方式作業」の創設によつて初めて可能にした脱テイラー主義的かつ脱

フォー ド主義的な柔軟労働編成の端緒を開くものであった。また,単 能工全体

を対象として,賃 金等級の引き上げと月給化 [この点に関しては後述]が 承認

されたのである。それでも,こ うした制度的見直しは秩序回復をもたらすこと

なく,翌 74年の各工場における係数引き上げ ・Pl昇 進を要求するス トライキ

の頻発,75年春以降のル ・マンエ場の拠点ス トライキを発瑞として数ケ月に及

が 「熱情のストライキ」の貫徹,等 として労使関係の不安定化は続くのである

が 。

いずれにせよ,以 上のような70年代前半の経過のうちに,ル ノー公団独自の

労働編成柔軟化の発端を見い出すことができよう。但し,そ れは,工 場という

よりもむしろ作業場のレベルの限られた実験にすぎないのであり, しかも労働

編成の特徴として,単 能工のみによつて構成される数人規模の小集団であり,

専門工や技術職員との協働を欠いているという点において,そ の後のチーム制

作業編成と異なっている。

2.80年 代における労働編成の柔軟化

ルノー公団の労働編成改革は,以 上のような70年代の 「労働の危機」に対処

するための各工場内の作業場レベルの実験で終了するのではなく,そ の後,生

産の自動化の推進という80年代初頭の新しい状況のもとで継続される。事実,

公回の各主要工場において,産 業用ロボットの利用台数は,70年代中期 (76年)

の二十数台から80年代初頭 (81年)の 二百数十台へと急増している (但し,マ

ニピュレーター ・固定シーケンス ・可変シーケンスのロボットまで含めると,

81年 3月 の時点での公回の自動車部門の総計は4600台)。そうした自動化は,

石油危機後の市場の変化に対応しての製品モデルの多様化と低コス ト迅速供給
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を可能にするフレキシブルな生産設備の確保とそして大きな肉体的負担と危険

の多い作業部署に就 くがゆえに相対的高賃金である製造現場労働力のコス ト削

減を理由として,産 業用ロボットをはじめとする自動機械が,機 械加工 ・プレ

ス ・溶接 ・塗装,等 の部門に急速に導入される。例えば,自 動化の最も進んだ

溶接工程について見れば,78年 の乗用車R14のマルチ溶接機による自動化率78

%・ ロボット溶接率 5%か ら81年には自動化率80%・ ロボット溶接率380/0へと

ロボット化が急上昇しているをそれは,石 油危機後の世界市場の新たな状況に

対 して,い わゆるフォード主義的 [スローン主義的]生 産システムの自動化と

規模の経済の追求によって対応 しようとする公回経営陣の意思を示 している

(80年:生産台数200万台突破)。

そこでの生産の自動化は,異 常時の自動停止,故 障個所の自動検出,機 能不

全要素のユニット交換,等 を装備した 「製造における諸機械の自動化 ・統合化」

(LIF)と して現れるが,こ うした自動化の形態は,コ ス ト・パフォーマン

スの観点から,従 業員の欠勤と休憩に関わりのない機械の連続稼働の確保,同

じ従業員による複雑性の異なる職務の遂行,生 産の停止時間を最小にするため

の迅速な故障修理, といつた新 しい労働規準を要請することになる。

以上のような生産の自動化のもとでの新しい労働規準の要請に,従 前の労働

編成柔軟化の実験の延長線上において対応しようとするのが,80年代初頭のル

・マンエ場経営陣による新しい内部昇進型専門工の認定とそれによる均質的作

業チーム編成の試みであるをすなわち,75年 の車台の組立における8名 の作業

集国によるモジュール方式作業の一般化,76年 のR30の一機械装置の加工にお

ける5名 の作業集団による契約労働の実験,78年 の トラクターのいくつかの機

9)MI.Defaux, Renault facilite le travall de ses robots, inと
'ysぢ

%θ ttOttυθlla No。48-

1981, D.Richter, L'automatisation d ia R6gie Renault, in Notice 3 de Caん ケθγs Fγa物―

caあら No.209, 1983,B.Coriat,La γ οbοけぢαttq Editions La D6couverte, 1984.

10)」.P.Durand et al.,と
'θ
ttθ物 ケ可O?物aけぢ?切ら M6ridiens Klincksieck,1986.

11)G,de Bonnafos,ο p c乞ら WI.Freyssenet,La requalification des op6rateurs et la forme

sociale actuelle d'automatisation, in Socあοιοθうθ α切 けγaυαケら No。4-1984, MI,Freyssenet,

Les conducteurs conirm6s d'unit6s automatis6es, in Trallaづ ι θけ a物けοttaけ'saけ,οtt αatts

ι
'づ
句αttsけγぢθa切けοttοbぢ↓θ, IREP, 1986.
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械装置の組立における自律的作業チームによる交替制の実施,等 のチーム制作

業の局地的実験の積み重ねのうえで,ル ・マンエ場経営陣は81年に,新 車R9

の投入に必要な機械装置の加工設備を自動化する際,公 団 トツプとくに中央人

事社会関係部との協議を踏まえつつも,そ の意思から相対的に独立して,当 工

場の機械加工部門において新しい格付け 「自動化装置正式運転工」(CCUA)

を導入し,そ れを精神工学のテス トと理論的実践的試験の通過を前提に,最 大

の自己投入 。三交替制 8時 間労働 ・新しい諸職務の遂行 ・チーム労働,等 の諸

条件を受容しそして精巧な機械設備に就いての6ケ月の訓1練を経た旧単能工に,

専門工第 2級 (P2,係 数195)の追加的カテゴリーとして認定し付与する。

この格付けは従来,保 全などの伝統的職種の専門工のみに与えられており,直

接生産労働者=製 造要員には存在しなかったものである。

これらの運転工たちは,製 品の検査と第 1レベルの保全 ・故障修理一-5分

以内の停止時間の故障:但し20分以内の停止時間のそれにも技術要員とともに

積極関与一一,そ して以前は調整工が遂行 していた工具変換 ・調整といった異

なる職務を担当することによつて,機 械設備の連続稼働と生産の停止時間の最

小化を確保 しようとするのであり,班 長役たる専門的技術要員 (ATP,係 数

260)の 指揮のもと, 8名 から成る午前 ・午後 ・夜間の各交替制作業班の人員

配置やジヨブ ・ローテーシヨンの仕方を自ら決定し,必 要な情報交換と直接的

協働を行う自律的作業チームを編成する。ここでは,伝 統的ライン作業におけ

る作業工への職制の直接的個別的管理と調整工の部署は廃止されており,従 来

の階層組織の簡素化が実現される (第4表 十参照)。

第4表 に明らかなように,ク レオンエ場の従来型の労働編成とは異なって,

ル ・マンエ場のそれは,製 造の複数職務の統合を選別 ・訓練された旧単能工の

テーム編成によつて可能にしている。ttlSJ編成のこうした柔軟化の成果は,十

分には報告されていないが,少 なくとも,当 初予定されていた追加の二つの自

動化装置のうち一つは導入する必要がなくなるほどに高い設備稼働率と低い部

品不良率を達成したこと,そ して改善提案数が増加したこと (第5表 )が 報告

されている。
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第 4表  ル ・マンとクレオンの機械加工作業場における労働編成 (80年代初頭)

職 務 の レ ベ ル ル ・マンエ場 クレオンエ場

技術的管理業務,第 3レ ベルの故障修理 ・診断
職長,中 央保全 ・

生産技術部従業員

職長,中 央保全 ・

生産技術部従業員

第2レベルの故障修理 ・診断,ユ ニツト交換,

プログラム修正

専門的技術要員

(A T P260)
保全部門専門工

第 1レベルの故障修理 ・診断,数 値訂正,工 具

の事前調整

自動化装置正式運

転工 (CCUA)

調整工

サイクル開始・工具変換,部 品検査,緊 急停止 Pl相 当者

視覚による部品表面検査,部 品 投入 ・取 り外

し,穿 子し作業,パ レット運搬,鋳 ばり除去
生産要員 (AP)

(出"千)G.de Bonnafos,Automatisation et nouvelles formes d'organisation du travail
dans l'industrie automobile, in Fo?匂均aけぢθ?を θ街均p↓οづ, No.8-1984.
lvI.Freyssenet, La requalification des op6rateurs et la forme sociale actuelle

d'automatisation in Sθcをοιο9をθ α物 け?a々υaづけ, No.4_1984.
なおここで,第 1レベルの故障修理とは,削 りくずによる機能阻害等の初歩的故障,

第2レベルのそれは,機 械的 ・電気機械的 ・空気的 ・油圧的故障,第 3レベルのそ

れは,電 子工学的 ・精密機械工学的 ・精密電気機械工学的故障をそれぞれ対象にす

るものと規定されている。

第 5表  ル ・マンエ場における改善提案数の変化

1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 9月

255

(出所)G.de Bonnafos,op c所 .

こうした工場レベルの改革は,公 団 トツプの意思から全く独立しているわけ

ではない。公回の経営陣は,81年 12月に全労組との間で 「生産要員とPlの キャ

リアに関する協定書」に署名しており,そ れによって単能工の企業内格付けを

修正して専門工への内部昇進を可能にしているからである。83年から適用され

るこの協定の基本的な内容は,単 能工=「 生産要員」から専門工への昇進の条

件を, 5年 の勤続年数による 「複能性」(polyv】ence)の獲得または対象とな

るべき格付けに対応する職務内容の遂行という二つの様式によつて明示すると

ともに,か つてのPlFで あるPl相 当者の上位に正式のPlで あるPlCを

12)Protocole d'accord du 29 d6cembre 1981 sur la carriё re des AP et Pl,in Lぢatsοtts

sοcあaιθs rうOθ'sιaιケθtt sοcづa↓q No.5153, 1982,」 .MerChiers,op cケ .
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第 6表  83年 の生産労働者の格付け

名 称 係  数

Ｔ

Ｔ

Ｔ

Ａ

Ａ

Ａ

2 8 5

2 6 0

2 4 0

等 級 外 調 整 工

上 級 カ テ ゴ リ ー 調 整 工

技 能 を も っ た 調 整 工

P 3

P 2 お よ び 相 当 者

正 式 P l

P l 相 当 者

2 1 5

1 9 5

1 8 5

1 8 0

Ｑ

Ｃ

Ｂ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ａ

Ａ

Ａ

1 7 5

1 7 0

1 6 5

(出開M.Fttys〕
;塔協だ析品け淵競境払拐s'憾れす七材汗品崩冴ヽ習Sttl品.

設定し,さ らにその後,P2相 当者をも承認することによつて,単 能工の昇格

・昇進経路の一層の拡張を可能にしている点である (83年時点の格付けは第6

表,参 照)。

労働編成柔軟化のより進んだ形態は,84年 の新車シユペール5の投入に向け

て導入されたロボット化ラインをもつフランエ場の車体組付の作業場に見い出

されるとそこでは,各 ラインが専門的技術要員 (ATP,係 数285),電 気機械

専門工 (P3,係 数215),ラ イン長,各 1名 と運転工 3名 から構成される自律

的チームによつて担当されるが,こ れらの運転工たちは,1日単能工または製造

専門工第 1級 から,選 抜試験と4ヶ 月の訓練の後にラインに配置され 「自動化

設備正式運転工」(CCIA)と して専門工第2級 に格付けされる (但し,ル

・マンエ場と同様に追加的カテゴリー=P2担 当者,係 数195)。彼らは,監 視

・品質検査 。第 1レベル故障修理 ・診断,等 の職務を遂行し,さ らにはATP

やP3と ともに第2レ ベルの故障修理にも関与する。こうして,こ こでは,従

来の製造,保 全,生 産技術といった部門間障壁を越えた独創的な混成的作業チー

13)Ch.du Tertre,Tθ cん物οιθθらθ ttθ冴ぢbをιあ形 θttp↓οtt L'Harmattan,1989.
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ムの編成が見い出される。この形態のチーム制作業編成の成果は明白であ り,

1年 間の無断欠勤 2%減 少,手 直 し回数37%減 少,不 良品43%減 少が報告され

ている。こうした成果は,製 造,保 全あるいは生産技術という異職種間の職務

統合を後者の部門に属する技術要員 ・専門工と製造の選別 ・訓練された旧単能

工との一時的チーム編成, したがってその基礎上での旧単能工の文字通りの職

務充実=「 多能性」(polyvalence)によって可能にしたという事実によるもの

であり,そ れゆえ,こ の形態は,「断然,独 創的であり,潜 在的に最も生産性
1 4 )

が高い方式』であると言えよう。しかし,こ の形態もまた,限 定的な実験であっ

た。別の調査が,フ ランの車体組付の自動化された‐作業場の製造労働者600

名のうちCCIAは 10%未 満であり,ま た僅か15名の移民労働者がこの運転工
1 5 )

に到達するために訓練中にあることを伝えている通りである。と同時に,以 上

に見たような生産の自動化の進展は,当 時の公団経営陣のどちらかといえばテ

イラー主義温存の姿勢により,労 働編成改革を限定的なものにし,自 動化設備

運転職務への 「多能工」配置と非自動化部門手作業職務への単能工配置との分

断を存続させるとはいえ,他 方において,旧 来的な調整工や検査工の不要化,

必要な直接生産労働者数の減少,逆 に設備保全等に関わる本来の専門工の増加
1 6 )

をもたらすことになる (第7表 ,参 照)。

これらの実験は,70年 代のそれと異なり,も はや個々の製造ラインや作業場

のレベルではなく,公 団経営陣との協議を踏まえた工場レベルの独自的事業で

あり,時 を措かずして公団全体の方針に反映されうる措置である。実際,以 上

のような80年代前半における労働編成改革の継続は,81年 の公回の経営赤字転

14)MI.Freyssenet, Les transformations du travail en groupe chez Renault, in」 ,P.

Durand, Po Stewart,」 .J.Castillo(dir.),と
'aυ

θ物ぢγα物 けγaυaぢιあ Ja cんaεttθ, La D6cou―

verte, 1998.

15)0。 Merckling,Transformation des emplois et substitution travailleurs francais―

travailleurs immigr6s, in Sοcをοιο9ケθα物けγaυαガら No.1-1986.
16)なお公団の従業員構成の80年代前半までの変容については,D.Anquetil,Automatisa―

tion et organisation du travall dans l'automobile, in Cγウιぢq1//θs ttθ ι
'」
cοttο物づθ pο↓づけあ―

2切q No。22, 1983, Nl.Freyssenet, Les conducteurs conirrl16s d'unit6s autorllisёes,op

勧 ,等 を参照。



称名 係  数 シュペール5

Ｄ

Ｉ

Ｏ

　

　

　

員

Ｏ

Ｏ
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要

　

員

Ｍ

Ｍ

＜

　

工

工

術

　

職

＜

＜

力

　

械

作

技

　

部

力

力

働

工

機

製

的

工

幹

働

働

労

械

気

具

門

査

・

労

労

給

機

電

工

専

検

督

的

的

受

ち

　

　

　

　

監

接

接

当

う

　

　

　

　

場

直

間

手

　

　

　

　

　

現

1 4 3 1

1 3 5

3 6 3

1 8

9 2

6 1

3 1

1 6 1

1 3 4

1 0 5 0

8 7

4 6 0

4 6

1 5 7

6 1

5 7

1 3 9

1 8 2

計総 2063 1779
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第 7表  フ ランの車体組付作業場の従業員構成の変化

出所)Ch.de Tertre,飽 cん%oιoOあθ"θ″づ碗肋彦卸切↓θち L'Harmattan,

1989.なおここで,間接的労働力は調整工を指している。

落を契機とする83年2月 の労使代表による協議キヤンペーン 「産業変動と
幹台

号盆を番]と をな!4銚 猪槻 協骨』甘格十舌す;跳 魯]託 怪品をネ98岳 客あ

明示的な充実と提供される職務の資格向上を優先する組織の選択の承認と促進」

および 「格付け表における昇進とキヤリアの可能性の保証と種々の昇格コース

の障壁除去」を体現する新しい格付け制度として,公 団全体のレベルで事実上,

追認される。

この新しい格付け制度は,フ ランス特有の社会職業的カテゴリーの区分の観

点からは,次 のような点において注目される (第8表 ・第 9表 ,参 照)。

まず製造要員=直 接生産労働者について,従 来の格付け表においては,旧 単

能工である生産要員 (AP),勤 続年数や経験的知識によつて専門工の名称が

与えられる製造専門工 (PF),国 民教育にもとづく学歴 ・技能資格を持たな

い点では前二者と同様であるが,選 別されて企業内訓練を受けることによつて

17)MI.Freyssenet,Laけ γけθCけOtγe αθ ttθttattιι αθゴθ″ あゴ989)rapport pour ler co1lo―

que international du GERPISA,1993.

18)Rёforme des classifications a compter du ler mal 1984,inろ tatsotts sοctaけθS f

ろOθあS'aけあοtt sοCtaιq No.5542, 1984,MI.Carriёre&Ph.Zarifian,La rぢ
G角物θ αθs cι6応s'一

,CaιうθttSあιa妃のあθ ttθtta例ちDocument de travail,No.20,CEREQ,1986。この協定に

ついてはなお,松 村文人 「フランス職務等級表の考察」(石田光男他編 『労使関係の比較

研究』東大出版,1998年,所 収)参 照。
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専門工として処遇される生産関連専門工 (PP)と いう三つの系列が区別され

ていたが,そ れらを製造要員の格付けとして一本化 ・統合したこと,が 確認さ

れる。それは,複 能性 ・職務充実 ・内部移動 ・訓練の発展を条件とする製造要

員の専門工化すなわち昇進経路拡張とそして旧単能工の比率の削減を意図する。

次いで,工 具製作 ・保全などの伝統的職種の専門工について,従 来は,専 門

工第3級 (P3)の 上に75年7月 の金属産業全国協約 [これに関しては後述]

における格付け 「作業場技術職員」(TA,係 数240)に 起源を持つ 「専門的技

術要員」(ATP)が 係数240・260・285の三等級をもって格付けされていたが,

上位の二つの等級を新たに 「作業場内技術職員」(TenA)と 名称変更 (T en

A260・ T enA 285)したこと,が 確認される。それは,伝 統的専門工の系列

に生産技術部門 ・研究部局の要員と共通する技術職員の名称を導入することに

よって,製 造現場の業務の再評価とそして専門工たちの技術職員への昇進可能

化とモラルアップを意図する。

さらに調整工については,従 来は,運 搬 ・工具製作 ・保全,等 の他部門業務

と製造部門業務との文字通 り調整に従事し,旧 単能工の製造専門工第 1級 (P

lF)で の昇進凍結への解決策として位置づけられていたが,今 回の改革では

何らの措置もとらなかったこと,が 確認される。それは,製 造要員に調整の業

務を担当させ,彼 らの昇進経路も拡張することによって,調 整工の系列自体を

消滅させることを意図する。

最後に,職 制について,従 来は,作 業場長 (CA,係 数365)の もとに職長

(CM,係 数285・305。335)と 作業班長 (CE,係 数240。260)と いう階層

的構成をとっていたが,今 回の改革では,標 準的な班長の格付けを生産設備の

技術専門性の高度化と作業班における専門工の増加を理由として係数260に引

き上げたこと,工 具製作 ・保全部門においては班長の伝統的機能を廃止し,代

わりに生産設備や従業員の効率的配置 ・運用さらには経費センターの予算策定

への参加,従 業員の訓練 ・昇進への関与, といった生産管理 。人事管理の機能

への接近を目指 し,名 称 も 「区分長」(CS)に 変更 し,係 数も引き上げた

(305)こ と,ま た製造と保全の組織的統合が実現されている混成的区分そし
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第 8表  84年 協定以前の格付け表

(出刃予)M.Carriё re&Ph.Zarinan,La rdO?“ 椛θ αes c↓assttCaけをο%s a La況 クθtc ttθ%a物比 Document

螢だ畠逐笑1瑾憲類fで髯製盈控P程製済晟好↓抗鼻料持ごふ慨
の降級州(HC)を示す。

て工具製作 ・保全の自律的小集団においては,職 制の代わりに高度資格専門工

を 「技術的調整役」(CT)と して指名し,小 集回の作業遂行を調整し指導す

る責任者として位置づけること,が 確認される。それは,職 制の階層組織の簡

素化と役割の大転換を意図する。

以上のような製造要員の専門工化,工 具製作 ・保全の専門工の技術職員化,

調整工の消滅,職 制の階層組織筒素化と役割転換,と いつた改革方向が,前 述
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第 9表  84年 の協定にもとづく格付け表

1 2 3-4 5 6 7

職種
系列

生産従業員 調整工
保全・工具製作
等の専門工 ・

技 術 職 員
事務職員

職   制
技術職員

製  造 保全・工具製作等

昇

格

|

ス

215

PlCS185

PlenFORM180

Pl  180

APQ 175

AP 170

AP STAG165

*RGHC230

RGCS220

RGQ200

*TP2HC300

TP2 285

*TPlHC270

TP1 260

米ATPHC250

ATP 240

*41111

365

180

170

160
(STAG)

*CAHC 400

CA 365

*Cい7[HC350

C心′IPrin340

CM QUAL305

CMenFORM285

*CEHC 275

CE QUAL260

CEenFORM240

*CAHC 400

CA 365

*ClvIHC350

Cい/1Prin340

*CSHC320

CS QUAL305

CSenFORM285

*41111

365

(出所)M.Carriёre&Ph.Zarinan,。pてケ なお,協 定の新しい格付けTenA(作業場内技術職員)
が, ここではTP(Technicien Producdf i生産技術職員?)という略号に変えられている。

のル ・マンエ場やフランエ場の多能的 ・多機能的従業員集国に依拠するチーム

制作業編成の方向と矛盾しないし,む しろ合致することは明らかであろう。と

はいえ,以 上の格付け制度改革が逆に,テ イラー主義的労働編成の改革 ・柔軟

化と70年代の実験に見られた労働条件改善 ・作業自律性回復を制度的に保証す

るものではないこともまた明らかである。この点は,労 組CFDTが ,格 付け
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変更は賃金等級引き上げへの道を開くとはいえ,旧 単能工の分断と作業テンポ

上昇の強制をもたらす
一方,真 の職務充実 ・労働内容変更のためのいかなる制

度的保証をももたらさないという
一貫 した立場から,今 回の協定に署名しなかつ

1 9 )

た事実にも示されよう。

なお,84年 のこの格付け制度の改革は,作 業チーム内での従業員の多能性 ・

多機能性の発揮にインセンテイヴを与える賃金システムすなわち賃金の 「個別

化」をも提起しているが,こ の点は後述に譲ることにする。

いずれにせよ,以 上のような70年代から80年代前半にかけてのルノー公団に

おける労働編成柔軟化の発端と継続およびそれに対応的な格付け制度の改革が,

日本とりわけトヨタにおけるチーム制作業のあり方と異なっていることは明白

である。この点について一言,確 認しておきたい。

周知のように,80年 代の日本の自動車メーカーにおけるチーム制作業のあり

方は,労 働者相互の助け合いによるチームワークの確保,労 働者の個別的状況

に対応した日々の仕事の半自律的編成とジヨブ ・ローテーシヨンによる多能工

化,チ
ーム内の職務の多様な経験のうえでのQC・ 提案活動によるモラルアッ

プと知的能力の向上, といつたいわゆるQWL(労 働生活の質)を 向上させる

諸要素を含みつつも, トヨタにおける作業チームと独自の集団能率給 「生産手

'当
」との関連が最も鋭 く表現しているように,本 質的には,労 働者集団を作業

と工程のムダを除去する作業改善 。工程改善に動員することによつて,生 産時

間の短縮 (工数低減)と 生産労働者数の低減 (省人化)を 実現させようとする

作業集団間競争の担い手であるとともに,コ ンベアーライン作業に起因する労

働疎外の克服と企業目標への統合の意図をもって濃密な人間関係を創 り出し維

持 しようとする 「人間関係諸活動」の担い手に他ならなサt告これに対し,フ ラ

19)D.Linhart, R.Linhart,A.Wialan, Syndicats et organisation du travail, in Tγ
aυaづιθけ

」77碑ιθtt No.80,1999.

20)ト ヨタのチーム制作業組織については,野 原光 ・藤田栄史編 『自動車産業と労働者』法

律文化社,1988年)野 村正費 『トヨテイズム』前掲書,九 山恵也 『日本的生産システムと

フレキシビリテイ』日本評論社,1995年,清 水耕
一 「トヨタ自動車における労働の人間化

(I)(■ )」(『岡山大学経済学会雑誌』第27巻 1号 ,第 27巻2号 ,1995年),猿 田正機 『ト

ョタシステムと労務管理』税務経理協会,1995年,等 参照。
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ンスのルノー公団におけるチーム制作業編成は,同 じくコンベアーライン作業

に起因する労働疎外を,労 働者集団の作業に対する自律性と自主性を拡大する

「職務の構造改革」によって克服することを出発点および推進的動機の一つと

してきたのであり, 日本のものと出自と動機を明らかに果にしている。

因みに,そ うしたチーム制作業のあり方に対応した日本の職能的資格制度は,

これまた周知のように,基 本的には,製 造要員から管理職まで一本化された各

企業独自の職能資格のもとで,労 使交渉の埒外におかれ, しかも従業員の企業

内活動の能力 ・業績 ・態度という全領域が評価の対象にされる人事考課によっ

て昇進 ・昇格の度合いが完全に決定されるという 「能力主義」管理=個 人間競

争刺激的システムに他ならない。それゆえ,従 業員の格付け表が,依 然として

企業横断的な産業別労使交渉 ・労働協約に基づく格付け制度を前提として,厳

然たる社会職業的カテゴリー (製造要員,専 門工,技 術職員,事 務職員,職 制,

等)一 一各カテゴリー内部での統合とカテゴリー間の障壁除去が進んでいると

はいえ―一別に構成されていること,さ らには,企 業協定により賃金の個別化

が導入され,労 働組合の賃金に対する集団的規制が部分的に崩れることになる

とはいえ,そ れは,公 開された複数賃金率の適用にとどまり,職 制と人事部局

の従業員個人とくに製造要員に対する成績査定の果たす役割は依然として無い

に等 しいこと [これらの点の詳細は後述],等 の点において,フ ランスの格付

け ・賃金制度が日本のそれと大きく異なっていることは明白である。

3.日 本的生産方式の導入と労働編成改革

ルノー公団への日本的な生産方式の導入の直接的契機は,1984年 の公団の

「経営危機」(cAse finaciёre)で ある。81年の赤字転落以来,こ の年の経営

赤字額は約126億フランに達 し,銀 行利子率の高騰と相侯って,負 債額も売上

高の4割 を越えるとともに,生 産台数も前年の207万台から178万台へと大きく

落下する。こうした破産的状況に対 して,公 団経営陣は,不 採算部門や電子工

学 ・自転車などの小会社の売却,投 資規模の縮小などの即効的な減量政策と

ともに,損 益分岐点の低下に向けての生産拡張政策の放棄,労 組とりわけCG
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Tと の対決姿勢への転換,自 動車への事業の再集約化と自動車生産のヨーロッ

パ地域への集中,等 の中長期的政策を実行に移す。そうした 「減量経営」

(dёgraissage)の追求が同時に,大 幅で急激な人員削減とそして部品 ・製品

の在庫削減とりわけ供給業者の納入部品の品質 ・コス ト・納期に対する厳格な

管理方式の導入をもたらすのである。そして,こ の後者こそ,日 本的な外注管

理 ・下請けシステムしたがってまた日本的な生産方式の導入に他ならない。

そうした日本的な生産方式の導入が労働編成の改革に結びつくのは,ほ ぼ次

のようなプロセスを通じてである [詳細は後述]。

公団の製造部は84年に,ジ ヤス ト・イン・タイム (」IT)納 入方式の適用

のために 「産業管理プロジェクト」を策定し,マ ーケテイング,製 品開発から

顧客への納入までの流れの分析を開始する。翌85年には,購 買部が,機 械装置

と鋳造製品の供給業者の団体と 「パートナーシップ協定」を結び,業 者の選別,

」IT納 入方式の教示,業 者への責任分与,上 流プロセスヘの関与,等 に着手

する。また86年には,技 術開発部が 「虹の女神プロジエクト」を策定し,日 本

の諸メーカーと公国の工場間の生産性の比較研究に着手する。さらに87年には,

海外販売 ・アフターサービスの責任者を品質部長に指名し,「全社的品質管理」

のキャンペーンを開始するとともに,「供給業者品質保証」(AQF)の 制度を

ブジョー社と一緒に開設し,供 給業者が納入する部品の品質を評価するシステ

ムを始動させ,業 者の選別を本格化させる。こうして, 」IT納 入方式を可能

にする日本的な対供給業者関係が,い わば上から創られてゆくとともに,公 団

の工場レベルでは,そ れに対応する特に品質向上を前面に押し出したキヤンペー

ンと組織改革,そ の一環としての労働編成改革が実施されることになる。

ここでの特徴は,80年 代前半におけるような自動化部門を対象にするだけで

なく,非 自動化部門の手作業職務をも含めて全工場を対象とし
易許

革が行われ

ていることである。その典型はサンドゥヴイルエ場の事例である。この工場で

21)MI.Freyssenet,rapport du GERPISA,op.cOし

22)D.Fauconnier,Nlobilisation gen6rale autour

1986,0.Ortsman,9切 θιけ?んaυのうι pοttγ αθ初れケ%?

de la R21, inち
'し
rsぢ句θ ttθttυθttq No.5-

Dunod, 1994.
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はすでに,83年 の新車R25の投入の機会に 「改善チーム」が初めて設置される

とともに,広 範な従業員対象の品質向上の広報 ・教育キャンペーン 「虹」が組

織されていたが,公 団再建途上の86年 初頭における新車R21の投入の機会に

は,よ り徹底 したチーム制作業編成と職業訓練活動が組織される。

工場全体の低い稼働率の状況を利用して,そ こではまず,全 従業員約9000人

を対象として品質向上に関する新たな広報 ・教育キャンペーン 「共鳴」が3ケ

月の間,二 段階に分けて組織され,各 部門ごとの20人前後の従業員集団に対す

るR21の 品質向上に向けた視聴覚広報と質疑討論機会の設定,次 いで各仕事の

現場での作業チームごとの会合と討議 ・提案活動が実施される。これと平行 し

て,工 場全体にわたって,一 方では,製 造要員から生産技術部従業員まで四つ

のレベルにおける 「改善チーム」すなわち 「日常的目標チーム」,「技術的人間

的問題解決チーム」,「産業労働チーム」,「組織 ・構造チーム」力S組織されると

ともに,他 方では,経 営委員会から中間役職者まで三つのレベルにおける経営

管理者層内部の 「進歩キャンペーン」の組織化すなわち 「訪間によるマネジメ

ント」,「源泉への回帰」,「中間役職者クラブ」が発動される (第10表,参 照)。

だが,こ うした組織改革とくに全製造要員を対象とする改善チームの組織化の

前提として,次 のような訓練活動がR25の投入後から2年間かけて先行実施さ

れる。すなわち,ま ず約100人の高度技能資格所持の専門工が,ル ーユなどの

研究センターで3ケ月近くの訓練を受けた後に工場に戻り,各 専門工が今度は

工場内で製造要員20人の作業チームの訓練を担当し,組 立ラインでは,各 要員

に対して四つの作業部署に相当する組立の下位機能を教育するのである。

以上のような品質向上キャンペーンおよび訓練活動の基礎上での改善チーム

組織化は,R25投 入時と比べて新車の組立時間短縮 (42h→29h),直 行率上

昇 (20%→80%),デ リバリー率向上 (3年→ 1年),等 の形で生産性と品質の
2 3 )

向上をもたらしたが,こ の成果は,経 営陣を先頭にして製造要員まで巻き込ん

だ日本的な改善活動に負っていると言えよう。ここには,労 働編成の柔軟化の

観点からは,製 品欠陥が見つかった場合の関係製造要員 ・検査工 ・専門工そし

23)中央大学経済研究所編 『構造転換下のフランス自動車産業』中央大学出版部,1994年 。
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第10表 86年 のサンドゥヴイルエ場における組織改革

(改善チームの名称)  (構 成員)

↓        ↓

訪間による

マネジメント

経営委員会の指導班に

よる毎月の各部局訪問
・討議

源泉への回帰

全幹部職員による現場

部署での労働体験 ・改

善活動

中間役職者ク

ラブ

管理者の横断組織によ

る各部局改善活動の総

括 ・評価

組織 ・構造チーム
生産技術 ・保

全部門従業員
鋼       (キ

ャンペーン内容)

産業労働チーム 新車担当集団

技術的 ・人間的

問題解決チーム

製品欠陥関係

製造要員 ・検

査工 ・専門工
・供給業者

日常的目標チーム 製造要員

(出巾黒る!縄T皆さ鮮豊縫積1屯協汗〕緒品斜粉現れ晟伊
'D品話|協々r°

ttυ例肋'

て供給業者,等 から暫定的に構成される 「問題解決チーム」を別にすれば,以

前の実験と比べて際立った変化はない。それは,そ れゆえ公回の経営再建牟上

という事情と相侯つて格付け制度にも変更をもたらさないものの,品 質向上に

向けての全従業員の作業チームヘの組織化と経営管理者まで含めた全工場の組

織改革 ・意思疎通増大という点において,す ぐ後の企業レベルの 「完全な品質」

キャンペーンと 「基礎作業組織」の設置の先取 りと言えるものであつた。

[未完]
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Flexibilisation de l'organisation du travall dans

l'industrie automobile en France

Hisao Aral

A la diヨ迄rance de l'argument qui affirlne que la nexibilisation de l'organisa―

tion du travail dans l'industrie automobile en France ait 6t6 apport6e par

l'irnplantation du systёme de prOduction a la japOnaise dans la deuxiё me

moiti6 des annёes 80, tel que l'ouvrage du groupe des 6tudes a l'universit6

Chuo, chez Renault, un des constructeurs principaux francais, on a dtta

abordё aux exp6riences diverses du travall en groupe depuis la prerniё re

moitiё des ann6es 70 au niveau de l'atelier dans les usines pour faire face

aux r6sistances des ouvriers sp6cialis6s contre l'organisation taylorienne du

travail qui ltait typiquement incarn6 par la cotation par poste et on a les

continu6 dans le d6but des annё es 80, cette fois_ci, au niveau de l'usine en

vue du fonctionnement en continu des installations automatis6es. Ce sont

le groupe d'am61ioration dans tous ies niveaux du personnel y compris les

ex―OS qui est apparu avec l'introduction du systё me de livraison」 uste A

Temps dans la deuxiё me moitiё des annёes 80.


